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Ⅱ．平成２５年度の決算概況 

 

１ 当期損益（正味財産の増減）  

 １４年度  ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

黒字 法人数 ３０法人 ２７法人 ２４法人 ２６法人 ２４法人 

 公益法人等 ２３法人 ２１法人 ２１法人 ２０法人 ２０法人 

株式会社  ７法人  ６法人  ３法人  ６法人  ４法人 

赤字 法人数 ２６法人 １３法人 １３法人 １１法人 １２法人 

 公益法人等 ２１法人 １２法人 １０法人 １１法人 １０法人 

株式会社  ５法人 １法人  ３法人 ０法人 ２法人 

合計 法人数 ５６法人 ４０法人 ３７法人 ３７法人 ３６法人 

 公益法人等 ４４法人 ３３法人 ３１法人 ３１法人 ３０法人 

株式会社 １２法人  ７法人  ６法人 ６法人 ６法人 

※ 公益法人等とは、公益又は一般財団法人・公益又は一般社団法人（いずれも  

特例民法法人を含みます）、社会福祉法人、特別法に基づく法人をいいます。 

 

【黒字法人】 

  単年度収支が黒字の法人は２４法人であり、その状況を２４年度と比較 

すると、黒字額が増加したものは１１法人、減少したものは９法人、黒字に

転じたものは４法人です。 

２５年度決算で単年度収支が黒字に転じた

法人（４法人） 

単年度収支（千円） 

（公財）千葉県動物保護管理協会 

（公財）千葉県文化振興財団 

千葉県土地開発公社 

（公財）千葉県教育振興財団 

１，６３１ 

１１，５２４ 

１６，９８４ 

４１，９３８ 
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【赤字法人】 

  単年度収支が赤字の法人は１２法人であり、その状況を２４年度と比較 

すると、赤字額が増加したものは３法人、減少したものは４法人、赤字に  

転じたものは５法人です。 

 

２５年度決算で単年度収支が赤字に転じた法人 

（５法人） 

 単年度収支（千円） 

いすみ鉄道（株） 

（公財）千葉県私学教育振興財団 ※ 

（公財）千葉県青少年協会 

（公財）かずさＤＮＡ研究所 

千葉園芸プラスチック加工（株） 

△２６，６５３ 

△３，１５７，５６１ 

△５２４ 

△２７，１６２ 

△２５，０５６ 

※ （公財）千葉県私学教育振興財団については、平成２５年度からの会計方針の

変更に伴い正味財産が減少したことによるものです。 

 

２ 累積損益                              （単位：百万円） 

 １４年度  ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 法 人 数 ４３法人 ３０法人 ２８法人 ２９法人 ２７法人 

累積 

剰余金 

 公益法人等 ３８法人 ２８法人 ２６法人 ２６法人 ２４法人 

株式会社 ５法人 ２法人 ２法人 ３法人 ３法人 

金   額 ４１，８２１ ３３，２８４ ３０，５４６ ３０，６４８ ３０，８７２ 

  公益法人等 ３９，８５７ ３１，２４３ ２８，３４８ ２８，２１８ ２８，３０３ 

株式会社 １，９６４ ２，０４１ ２，１９８ ２，４３０ ２，５６９ 

   法 人 数 １２ 法人 ９法人 ８法人 ７法人 ８法人 

累積 

欠損金 

   

 公益法人等  ５ 法人 ４法人 ４法人 ４法人 ５法人 

株式会社  ７ 法人 ５法人 ４法人 ３法人 ３法人 

金   額 ９９，５５３ ９３，２４９ ９１，４０２ ８９，７００ ９０，０５３ 

  公益法人等 １，６６１ ６，５７２ ６，２５１ ６，２１２ ８，０７４ 

株式会社 ９７，８９２ ８６，６７７ ８４，９５１ ８３，４８８ ８１，９７９ 

※ 公益法人会計基準による法人の場合、基本財産（基本金）等を除いた正味財産額

がプラスの法人を「累積剰余金を有する法人」とし、マイナスの法人を「累積欠損

金を有する法人」としています。 

 

【累積剰余金を有する法人】 

  累積剰余金を有した法人は２７法人で、うち公益法人等は２４法人、株式

会社は３法人で、２４年度と比べ計２法人減少しました。 

  また、累積剰余金総額は３０９億円で２４年度と比べ３億円増加しました。 
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【累積欠損金を有する法人】 

  累積欠損金を有した法人は８法人で、うち公益法人等は５法人、株式会社

は３法人で、２４年度と比べ計１法人増加しました。 

また、累積欠損金総額は９０１億円で２４年度と比べ４億円増加しました。 

 

  累積欠損金を有する法人の決算状況           （単位：百万円） 

法 人 名 
累積欠損金額 単年度収支（参考） 

２４年度 ２５年度 ２４年度 ２５年度 

東葉高速鉄道（株） △83,357 △81,825 981 1,532 

いすみ鉄道（株） △111 △137 16 △27 

（公財）千葉県私学教育振興財団※ － △2,618 60 △3,158 

（公財）千葉ヘルス財団 － △3 △1 △10 

(一財)千葉県環境財団 △117 △101 25 16 

（公財）ニューフィルハーモニー オ

ーケストラ千葉 

△1 － 2 8 

（株）千葉データセンター △20 △16 0 4 

千葉県道路公社 △718 △576 139 142 

千葉県住宅供給公社 △5,376 △4,776 72 600 

合  計 
△89,700 △90,052 1,294 △893 

７法人 ８法人 － － 

※ （公財）千葉県私学教育振興財団については、平成２５年度からの会計方針の

変更に伴い正味財産が減少したことによるものです。 
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３ 県からの財政支出の状況    

                            （単位：百万円） 

 14年度 

(a) 
 22年度 

 
23年度 

 

24年度 

(b) 

25年度 

(c) 

(c) 

－(b) 
(c) 

－(a) 

委託料 41,036 13,340 11,976 11,495 11,400 △95 △29,636 

 公益法人等 38,272 11,767 10,480 10,000 9,906 △94 △28,366 

株式会社 2,764 1,573 1,496 1,495 1,494 △1 △1,270 

補助金・交付金・負担金 11,326 3,843 3,518 3,318 3,228 △90 △8,098 

 公益法人等 11,083 3,673 3,294 3,131 3,034 △97 △8,049 

株式会社 243 170 224 187 194 7 △49 

  計 52,362 17,183 15,494 14,813 14,628 △185 △37,734 

 公益法人等 49,355 15,440 13,774 13,131 12,940 △191 △36,415 

株式会社 3,007 1,743 1,720 1,682 1,688 6 △1,319 

 

【委託料・補助金等】    

  公社等外郭団体への財政支出（委託料、補助金等）については、平成    

２４年度と比較して、２億円の減少となりました。 

また、平成１４年度（５２３億円）と比較すると３７７億円の減少と   

なっています。 

 

 

４ 県の貸付金・出資金等 

                                                                （単位：百万円） 

 14年度  

(a) 

  22年度 

 

23年度 

 

24年度 

(b) 

25年度 

(c) 

(c) 

－(b) 

(c) 

－(a) 

貸付金･出資金等  15,286 6,846 5,953 6,260 5,212 △1,048 △10,074 

 
公益法人等  13,445 5,386 4,493 4,646 3,702 △944 △9,743 

株式会社  1,841 1,460 1,460 1,614 1,510 △104    △331 

 

【貸付金等】    
 「貸付金・出資金等」については、平成２４年度と比較して、１０億円の  

減少となりました。 
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５ 年度末借入金残高                                     

                         （単位：億円）        

  

 １４年度 
  

２２年度 
 

２３年度 

 

２４年度 

 

２５年度 

借 入 金 残 高 ２，５２２ １，１１５ １，０２０ ９６６ ９２０ 

 公益法人等  ２，０６１ １，０１３  ９３２ ８８５ ８４２ 

株式会社 ４６１ １０２ ８８ ８１ ７８ 

うち県からの借入金残高 ２４５ ５０１ ４７８ ４６５ ４４６ 

 公益法人等  １０８ ４４９ ４３４ ４３０ ４２０ 

株式会社 １３７ ５２ ４４ ３５ ２６ 

うち県の債務保証又は損失補償

の対象となる借入金残高※ 
４１９ ３２１ ２７８ ２４４ ２１６ 

 公益法人等  ４１９ ３２１ ２７８ ２４４ ２１６ 

株式会社 ０ ‒ ‒ － － 

※ 債務保証の対象となる借入金残高は、千葉県が債務保証契約を締結することが 

できる千葉県道路公社又は千葉県土地開発公社の当該契約に係る債務残高であり、

損失補償の対象となる借入金残高は、金融機関等の損失が確定した場合に、千葉県

が当該金融機関等に対してその損失を補償する契約に係る債務残高（損失補償に 

関連する範囲のみ）です。 

 

借入金残高は、９２０億円で、２４年度と比べ４６億円減少しました。 

  また、２４年度と比べ借入金残高が減少している法人は７法人、増加して

いる法人は５法人です。 

                  借入金残高が減少している法人（単位：百万円） 

法人名 借入金残高の減少額 県借入金残高の増減額（参考） 

東葉高速鉄道（株） 
（福）千葉県社会福祉事業団 

（公財）千葉県産業振興センター 

（公財）千葉県水産振興公社 

千葉県道路公社 

（一財）千葉県まちづくり公社 

千葉県住宅供給公社 

△８８０ 

△６ 

△３３６ 

△１２ 

△１，８６５ 

△８４１ 

△１，４０３ 

△８８０ 

‒ 

△２５ 

△１１ 

‒ 

‒ 

△１，００１ 
 
 

借入金残高が増加している法人（単位：百万円） 

法人名 借入金残高の増加額 県借入金残高の増減額（参考） 

京葉臨海鉄道（株） 

（一財）千葉県環境財団 

（株）幕張メッセ 

千葉県漁業信用基金協会 

千葉県土地開発公社 

３６０ 
８５ 

２０７ 
３ 

４１ 

－ 
－ 

－ 

－ 

－ 
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<参考> 公社改革の推移 

１ 団体数                     （単位：法人） 

 １４年度  ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

法 人 数 ５６ ４１ ３９ ３７ ３７ ３６ 

 財団・社団 ３７ ２６ ２５ ２４ ２４ ２３ 

株式会社 １２ ８ ７ ６ ６ ６ 

特別法法人 ５ ５ ５ ５ ５ ５ 

社会福祉法人 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

※ 団体数は各年度４月１日現在の数 

 

法人数は、平成２６年４月１日現在で３６法人となっており、１４年度と  

比較すると２０法人（３５％）減少しています。 

団体名 指導対象団体から除外となった理由 

幕張熱供給（株） 平成１４年１１月２９日解散 

（財）千葉県医療センター 平成１５年３月３１日解散、同年４月１日（財） 

ちば県民保健予防財団（指導対象外）に統合 

（社）千葉県畜産物価格補償協会 平成１５年３月３１日解散、同年４月１日（社） 

千葉県畜産協会（指導対象外）に統合 

（社）千葉県肉用子牛価安定基金協会 〃 

（財）千葉県水道サービス協会 平成１６年３月３１日解散 

千葉県レクリエーション都市開発(株) 平成１６年３月２９日県保有株式一部売却、出資比

率が４０％から１０％へ低下 

（株）千葉ニュータウンセンター 平成１６年７月１日に千葉ニュータウン熱供給（株）と

合併し、出資比率が２５％から２０．８３％へ低下  

（財）千葉県老人クラブ連合会 平成１８年３月３１日出捐比率が３２．４％から 

２４．９％へ低下 

（財）千葉県社会教育施設管理財団 平成１８年３月３１日解散 

（財）千葉県スポーツ振興財団 平成１８年３月３１日解散 

千葉都市モノレール(株) 平成１８年８月１６日モノレール事業から撤退 

（財）千葉県福祉ふれあい財団 平成１８年９月３０日解散 

（社）千葉県農業開発公社 平成１９年３月３１日解散 

（財）千葉県地域ぐるみ福祉振興基金 出捐比率が４１．６％から１２．５％へ低下 

（財）千葉県史料研究財団 平成２１年３月３１日解散 

（株）かずさアカデミアパーク 平成２２年１１月５日県出資金全額減資 

（一財）千葉県観光公社 平成２３年４月１日出捐解消 

京葉都市サービス（株） 平成２３年９月２０日清算 

（社）千葉県私学教育振興会 平成２３年１１月１日（財）千葉県私立学校教職員

退職金財団に統合 

（公社）千葉県青果物価格補償協会 平成２６年３月３１日出資引揚⇒平成２６年４月

１日 （公社）千葉県園芸協会※に吸収合併 

※（公社）千葉県園芸協会については、平成２６年７月３１日に出資したことから、平成

２５年度決算の公表対象となっておりません。 
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２ 役職員数 

（単位：人） 

 １４年度  ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

常勤役職員総数 ３，６３９ ２，１６２ １，９７５ ２，００９ ２，０１４ ２，００５ 

 役員数 １５２ ８７ ８０ ８２ ８３ ８２ 

うち県退職者 ８９ ４２ ４２ ４０ ４２ ４１ 

うち県派遣 ２５ １０ ７ ７ ７ ７ 

職員数 ３，４８７ ２，０７５ １，８９５ １，９２７ １，９３１ １，９２３ 

うち県退職者 １１ ２１ ２４ ３５ ３９ ４３ 

うち県派遣 ６７７ １８５ １４９ １３０ １０６ ９０ 

※ 各年度７月１日現在の数値 

 

常勤役職員数は、平成２６年７月１日現在で２，００５名となっており、  

前年度より９名減、１４年度と比較すると１，６３４名減（４５％減）と   

なっています。 

  これは、法人の統廃合による減少や事務事業の見直し等によるものです。 

 

 

３ その他 

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣における公社等外郭団体の 

取扱い 

平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布  

され、地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率を監査委員の審査に付した上

で、議会に報告するとともに、住民に対し公表することが義務付けられました。 

健全化判断比率には、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、

将来負担比率の４つの指標がありますが、そのうち将来負担比率（一般会計等

が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率）においては、 

公社等外郭団体の借入金などのうち県が将来負担する可能性がある額（損失 

補償対象債務等）を算入することとされています。 

なお、平成２５年度決算における公社等外郭団体の将来負担額は４７億円 

余りで、県全体の将来負担額等（1 兆 5,913 億円）に占める割合は０.３    

パ－セントとなっています。 

 

【県の将来負担比率の算出に当たり将来負担額として算入された団体及び額】 

団体名 将来負担算入額（百万円） 

（公財）千葉県水産振興公社 

（一財）千葉県まちづくり公社 

千葉県信用保証協会 

（公財）千葉県産業振興センター 

０．２ 

１６８ 

４，４０１ 

１０７ 

計 ４，６７７ 


